
事業報告書

【スポーツ団体スポーツ活動助成】

助成事業細目
スポーツ活動推進事業

スポーツ指導者の養成・活用（スポーツ）

助成事業者名 公益財団法人　日本テニス協会

開催場所 4地域：①関東１（NTC）　②関東２（NTC）③関西（大阪靭TC）　④東海（名古屋東山公園TC）

事業名 日本テニス協会認定テニストレーナー養成事業

事業の成果

各地域の大会やトレーニングセンターにおいて地域のテニス選手を医科学的なサポートができるト
レーナーを育成する目的で以下の3地域4会場で、集合講習会を開催した。
今年度の受講対象者は、現在までにテニス競技にかかわりを持って活動しているトレーナー78名を
対象とした。
①ナショナルチーム対象　14名　②東海地区　10名　③関東地区　13名　④関西地区　20名　合計
57名

事業に対する評価

本事業当初の目標とする対象受講者82名（男子53名・65%　女子29名・35%）に対し、受講者は57名
（70％）で、その内訳は、男性39名（68％）　女性18名（32％）であった。
今期受講できなかった者に対しては、来期一般募集者と共にいずれかの開催地での受講を薦める。
受講者はすでに経験を持った受講者であり、テニス競技や本事業に理解を示したものであり、受講
内容への理解は深かった。
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開催期間・開催日 平成 30 年 12

共催者

事業の内容

年 2 月 11 日

主催者 公益財団法人日本テニス協会

月 9 日

指導者を養成する事業

各地域の大会やトレーニングセンターにおいて地域のテニス選手を医科学的なサポートができるト
レーナーを育成する。

開催回数
参加者数

養成講習会の実施回数 4 回
左の欄の人数を入れると（数値のみ記入。）、自
動で割合が計算される。

スポーツ指導者等の養成講習会の
平均参加人数

14 人
スポーツ指導者等の養成講習会の
総参加人数

57 人

（うち、女性の平均参加人数） 6 人 女性参加割合 42.1 ％

(うち地域住民（貴団体の行政区画
内に住む方）の参加人数)

12 人 地域住民参加割合 84.2 ％

養成講習会に参加することで
取得できる資格はあるか

養成講習会に参加
することで取得で
きる資格

JTA認定テニストレーナー

系統的な指導者養成システム
が構築されているか

指導者養成システ
ムの概要

BLS有資格者、日本スポーツ協会公認アスレティックトレー
ナー、国内医療類似資格保有者向けの講習で、テニスに特
化したサポート活動について講習する。基礎教育はeラーニ
ングを導入。

はい

いいえ

構築されている

構築されていない
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（　　　　　　　　　　）※具体的な手段を記載してください。

※上記いずれかの広報・PRを行う必要があります。

事業の実施
状況及び実
施結果並び
に助成金の
使途に関す
る情報の公
開

情報の公開方法
(複数選択可)

（　　　　　　　　　　）※具体的な公開手段を記載してください。

※上記いずれかの公開が必要です。

公表した内容
(複数選択可)

※本報告書はA4サイズ2枚で印刷してください。

※上記いずれかの公表が必要です。

事業実施後に参加者等に対する
満足度調査を行ったか

実施方法
全受講者に対する個別の調査は行わなかったが、講習
会の最後に参加者の意見を聴取した。

備考

情
報
公
開

事業実施計
画の公表

事業を広報・PRす
るための手段
(複数選択可)

行った 行わなかった

HPで参加者・派遣先団体の募集を告知した

参加者・派遣先団体募集のチラシを配布した

広報誌・会報誌等で参加者・派遣先団体の募集を告知した

特定の個人・団体へ声をかけ、参加を呼びかけた

HPで公開

事務所等に備え、自由に閲覧できる環境を整備

広報誌・会報誌等で公開

情報開示請求があった場合に開示

事業の実施状況（助成金の交付を受けている旨を記載し、事業の進捗、途中経過を公開）

事業の実施結果（助成金の交付を受けた旨を記載し、事業の完了報告を公開）

助成金の使途に関する情報（助成金額（交付決定額）及び何に使用したのかを公開）

その他

その他


